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１ 地域の概要 

（１）取組を行う区域 

 鳥取県日南町を中心とした日野川流域、鳥取県内及び近隣市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）構想への参画者 

  ① 素材生産者 

日南町森林組合、日南町木材事業協同組合、鳥取日野森林組合 

  ② 製材・加工事業者 

㈱オロチ、大建工業㈱（東京都千代田区）、日南大建㈱、㈱鳥取 CLT、㈱ウッドカンパニーニ

チナン 

  ③ 木材需要者 

大建工業㈱、越井木材工業㈱（大阪市）、㈱物林（広島市）、㈱米子木材市場、山陰丸和林業

㈱ 

  ④ 森林育成事業者（造林・保育） 

大建工業㈱、㈱物林、(一財)広島県森林整備・農業振興財団、住友林業㈱、日南町森林組合、

日南町木材事業協同組合、鳥取日野森林組合、㈱ウッドカンパニーニチナン 

  ⑤ その他 

鳥取大学、国土防災技術㈱（東京都港区）、㈱レンタルのニッケン、㈱大林組、NPO法人フォ

レストアカデミージャパン 

○オブザーバー 

鳥取森林管理署、鳥取県、新庄村（岡山県）、日野町、庄原市（広島県）、アサヒの森環境保

全事務所（庄原市）、アジア航測㈱（神奈川県）、島根大学、ひがし司法書士事務所 

 

２ 地域の実態 

（１）背 景 

中国山地の中央部、鳥取県の西南端に位置し、面積は約34,000ha、山林が30,346haと9

割（内人工林6割）を占め、町境を島根県・岡山県・広島県に接した日南町は、古くから

「たたら製鉄」によって、地域資源を加工・商品化し、流通させ、雇用と所得を確保し、

若者や子どもも集落に定住できる社会を築いてきた。「たたら製鉄」の原料である砂鉄

は、燃え上がる「たたら炭」のすき間を落下する間に還元され鉄に変わる。「たたら炭」
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はその化学変化を司る重要な役割をはたすもので、用材はナラ、クヌギなどの雑木。完全

に炭化しない生焼け程度の炭が良いとされ、町内の天然林から豊富に供給されてきた。そ

の後、安価な洋鉄にシェアを奪われ「たたら製鉄」は途絶したが、町内の天然林伐採跡地

は、戦後、スギ、ヒノキなどが植林され、山林の6割を占める人工林となった。現在、そ

れらの多くが伐期を迎え、間伐材中心に成される6万㎥の搬出は多くの雇用を生み、鳥取

県の年間素材生産量21万㎥の1/3を占めるに至ったが一方で、他の地域同様、中山間地か

らの人口流出が止まらず、高齢化率も50％に迫るなど、子々孫々へと受け継がれてきた山

林の荒廃も散見。町の主要産業である林業の再編は、猶予のない状況となっている。 

本計画は、豊富な森林資源を余すところなく有効に利用する「カスケード計画」と組み

合わせた新たな林業の６次産業化を推進し、継続的に森林を活用していく循環型林業の

構築を目指すものである。 

 

（２）林業を取り巻く現状 

当町では、平成21年に町有林・私有林の一部でＦＳＣ森林認証を取得し、平成25年には町

の森林面積の64％まで認証を拡大するなど、環境・生態系にも配慮しつつ、素材生産量を増

大させる林業に取り組み、町内林業事業体をあげて担い手となる人材育成にも積極的に努め

た結果、平成17年には70人（国勢調査より）まで減少していた林業従事者が、平成22年には

126人まで増加し、この傾向は今後も続くものと予想している。平成28年4月に、中国、四国地

方では初となるＦＳＣプロジェクト認証施設として建設した『道の駅にちなん日野川の郷』

は、町内で製造したＦＳＣ認証ＬＶＬ材を使用したものであり、ウッドデザイン賞2016及び

第6回カーボン･オフセット大賞農林水産大臣賞の受賞は、近年の当町の積極的な取り組みの

成果の象徴と考えている。 

現在、当町は、「木材総合カスケード利用」について、日南町森林組合、㈱オロチ、大建工

業㈱と提携し、事業化に向けた具体的な検討を進めており、平成28年11月に締結した基本合

意書に基づき「日南町木材総合カスケード利用検討プロジェクト」を立ち上げ、木材の持つ

素材としての可能性を余すことなく引き出すため、未利用部材を次の用途に回して活用する

など、樹冠から根株までの全てをマテリアル（原材料）利用するという理念を掲げ、製材後の

端材による合板、苗木ポット、バイオ燃料の製造のほか、これ以外の用途の開発や伐採、植林

技術の開発、人材の育成、付加価値の高い製品の開発を目指している。 

 

（３）課題と目指す将来像 

最近の国内における合板・集成材・木材チップの生産拡大等、木材加工業には明るい兆し

のある一方で、林業の現場では、人工林の皆伐による更新の遅れから、林齢構成の偏りか解

消されず、全国的にも大きな課題となっているが、日南町でも人工林の約6割を8～11齢級が

占めるという状況にある。今後、計画的な皆伐再造林を行うことで林齢構成を平準化し、持

続可能な林業経営を実現していかなければならない。 

私有林における不在村地主の増加問題も大きな課題で、所有者同意がとれず、近隣地が施

業できない状況も生じ、集約施業を行っていくうえで大きな妨げとなっている。 

当町では、増大する木材生産に対応した林業担い手対策として、平成21年度に『林業研修
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生制度』を創設。これまでに19人が研修を修了し、8人が町内に定住。町内での林業従事者が

4人確保される等一応の成果は出ているものの、最近では社会情勢の変化により求人・求職の

ニーズにずれが生じ、現状の研修カリキュラムのみでは、十分期待に応えることができてい

ないこと等から、平成28年度研修生募集には応募がなかった。 

このような状況を打破するため、同様の悩みを抱える隣接近県の市町村と連携し、諸課題

の解決に向けた中山間林業モデル地区として、カスケード計画に基づく『使い切る』木材活

用、林業の町にふさわしい人材育成の２項目を重点プロジェクトの柱に据えた５カ年間の計

画を作成し、森林資源を有効利用して地域再生を図っていく。 

 そして、当該事業で実施する「ＦＳＣ材・ＦＳＣ製品流通拡大事業」や「森林カスケード新

マテリアル開発事業」等により森林利用率を向上させ、施業規模の拡大と低コスト素材生産

の推進を図り、林家の安定した収入に繋げていく。 

 

３ 地域で展開する取組の内容 

（１）地域内で取り組む施策の方向性 

Ⅰ．森林資源を無駄なく、かつ効率的に活用する「カスケード計画」を軸にし、循環型林業の

再構築を行うことで林業の成長産業化を目指す。 

Ⅱ．林業の成長産業化に伴い、新たな雇用を創出することで人口増加を目指すと同時に、町

内の地域経済循環率向上を目指す。 

Ⅲ．林業の町にふさわしい、子育て支援・人材育成を行うことで、将来における林業・木材産

業の担い手の確保を目指す。 

 

（２）重点プロジェクト 

Ⅰ～Ⅲの方向性を実現するためにカスケード計画に基づく、１．『使い切る』木材活用事

業、２．日南町版林業担い手育成事業の２項目を重点プロジェクトの柱に据え、以下７項目

のプロジェクトを推進する。 

 

１．『使い切る』木材活用事業 

 

カスケード計画の実現に当たっては、不在村地主の問題解決、新たな事業化、既存製品の

高付加価値化、素材生産量の拡大など解決するべき課題がある。この森林カスケード事業に

よる『使い切る』木材活用を次の①～⑤の事業で具現化し、木材を新たなマテリアル（原材

料）として検証・開発・商品化することで、町内雇用の創出を図る。 

 

①不在村地主等山林集約化事業 

ⅰ)名  称 不在村地主等山林集約化事業 

ⅱ)財源の区分 林業成長産業化地域創出モデル事業による取組 

ⅲ)実施主体 日南町、日南町森林組合、鳥取大学、NPO法人フォレストアカデミージャパン 

ⅳ)取組の概要 

近年、全国的な問題となっている不在村地主の問題は日南町においても例外ではない。
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また、日本の林業が停滞しているのは、林業の生産規模が小さいことも一つの原因である。

実際、本町でも小規模山林所有者が多数を占め、一区画の面積も小さいことから、森林組

合を中心に集約化施業を推進しているが、施業同意が得られないため、伐期にも関わらず

一体的な施業が出来ないといった事例も発生している。森林組合が、山林所有者に対し実

施した意識調査（H28）でも、約12％の山林所有者が、「今後、山林所有の意向がない」と

答えている。 

そこで、日南町森林組合と連携し、山林を町へ寄付いただける山主を募り、町有林や隣

接する森林への編入や、町内で山林購入を考えている企業への売買斡旋等による適切な森

林管理の実現を図るとともに、集約化施業を進め、未整備林をなくし、施業コストの削減

を目指していく。また、信託契約などにより、長期的に山林管理を行う仕組みの構築と安

定、継続的な施業の確保を図る。 

（内容） 

・山林寄付にかかる事務委託費用と登記費用（日南町、日南町森林組合、鳥取大学、NPO

法人フォレストアカデミージャパン） 

・山林集約化の推進（日南町、日南町森林組合、鳥取大学、NPO法人フォレストアカデミ

ージャパン） 

ⅴ)実施年度 平成29年度～令和3年度 

ⅵ)事業費（国費相当額） 5,400千円（5,400千円） 

 

②ＩＣＴ技術を活用した中央中国山地地域モデル循環型林業確立事業 

ⅰ)名  称 ＩＣＴ技術を活用した中央中国山地地域モデル循環型林業確立事業 

ⅱ)財源の区分 林業成長産業化地域創出モデル事業による取組、公益信託農林中金森林再生 

基金、林業・木材産業成長産業化促進対策交付金 

ⅲ)実施主体 日南町、住友林業㈱、日南町森林組合、日南町木材事業協同組合、鳥取日野森

林組合、ウッドカンパニーニチナン 

ⅳ)取組の概要 

本町のスギやヒノキの人工林は、その多くが戦後の拡大造林期に植栽されたもので、現

在、主伐期を迎えている。これらを計画的に伐採し、植林できれば、国産材の供給力を高め

ると同時に、林齢が平準化された健全な森林の育成に繋がる。しかし、この主伐から再造

林、いわゆる「循環型林業」の流れを進めるためには、材価に対して高すぎる搬出コストと

造林コストを減らす必要がある。 

そこで、町内林業事業体と連携し、皆伐、地拵え、再造林の一貫施業と持続的な林業経営

と森林管理体制の確立に向けた伐採・搬出と再造林の一貫施業の検証も含めた経費節減の

ための実証試験を実施する。また、スギやヒノキの植栽だけでなく、コウヨウザン、カラマ

ツなど短期間で伐採できる樹種の植栽、そして、広葉樹林の伐採、養苗技術の開発など、こ

れらを組み合わせた低コスト造林施業を確立し、新たなビジネスモデルの構築を図る。 

このことばかりでなく、針葉樹の切捨間伐や根曲がり等で山林に放置された木材の活用

も大きな課題である。しかし、Ｃ、Ｄ材の搬出は、コスト面から今まで未着手であった経緯

があり、いかに低コストで搬出できるかが重要となってくる。そこで、大建工業㈱のＤＷ
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ファイバー製造技術を活用した新商品開発を実現するためにも、Ｃ、Ｄ材を低コストで搬

出できるシステムの構築も目指していく。 

また、日南町の森林の4割を占める広葉樹の活用も、循環型林業を推し進めるうえで外せ

ないファクターである。広葉樹の伐採も手がける日南町木材事業協同組合にも広葉樹の搬

出コスト削減の検証を求め、前述の針葉樹Ｃ、Ｄ材搬出検証と同様に、広葉樹林の施業コ

スト削減を目指す。 

こうした循環型林業を推し進めるためには、森林資源量を正確に把握することが不可欠

である。そこで、平成30年度中の林地台帳整備と並行し、地上レーザー計測等のＩＣＴ技

術の活用を図る。これにより、正確な立木の情報（形状・材積・本数）を把握し、精度の高

いコスト試算・施業計画を作成する。そして、森林資源のデジタル情報化、上記の現場での

検証を実施し、中央中国山地地域モデル循環型林業を確立する。 

以上の取り組みにより、林業従事者の増加及び搬出材積の増加を図る。また、現状林業

事業体が保有する高性能林業機械の導入数を確認し、ＩＣＴにより得られた森林資源量及

び施業量を根拠とする高性能林業機械の導入を図る。 

（内容） 

・広葉樹やＣ､Ｄ材を含む、伐採・搬出システム実証実験（日南町森林組合、日南町木材

事業協同組合、鳥取日野森林組合） 

・森林情報調査：地上レーザー測量（3Dスキャン）の活用、現地調査（日南町、日南町森

林組合） 

・再造林試験：コウヨウザン、萌芽更新、カラマツ、スギ・ヒノキ（日南町森林組合） 

・移動式チッパー等を活用した搬出システムの検証・構築（日南町森林組合、日南町木

材事業協同組合、鳥取日野森林組合） 

・コンテナ苗生産のシステム化検証及び事業化（日南町森林組合、住友林業㈱、ウッド

カンパニーニチナン） 

・ＩＣＴを活用した必要な高性能林業機械導入の分析（日南町森林組合） 

・高性能林業機械の導入（日南町森林組合、日南町木材事業協同組合） 

（内訳） 

・フェラバンチャ（作業道開設） 3台 

・ハーベスター（規格）（伐倒・造材） 6台 

・グラップル(0.5m3)（集材・積込） 6台 

・グラップル(0.28m3)（集材・積込） 2台 

・フォワーダ 5.0ｔ（運搬） 3台 

・フォワーダ 4.3ｔ（運搬） 1台 

ⅴ)実施年度 平成29年度～令和3年度 

ⅵ)事業費（国費相当額） 14,000千円（10,000千円） 

  森林情報処理システム整備（3Dスキャン） 8,000千円（4,000千円） 

実証実験（皆伐再造林等） 6,000千円（6,000千円） 

コンテナ苗生産のシステム化検証及び施設整備 74,493千円（33,860千円） 
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③ＦＳＣ材･ＦＳＣ製品流通拡大事業 

ⅰ)名  称 ＦＳＣ材･ＦＳＣ製品流通拡大事業 

ⅱ)財源の区分 林業成長産業化地域創出モデル事業による取組 

ⅲ)実施主体 日南町、㈱オロチ、大建工業㈱、日南大建㈱、越井木材工業㈱、物林㈱、㈱大

林組、(一財)広島県森林整備・農業振興財団、㈱鳥取 CLT、日南町森林組合、

鳥取日野森林組合、㈱米子木材市場 

ⅳ)取組の概要 

本町では、64%の森林がＦＳＣ森林認証を取得しているが、更なる認証森林の拡大を目指

して、現在、日南町森林組合が中心となり、日野川源流域である日南町から、川下の米子市

まで流域でＦＳＣ森林認証（森林管理(FM)認証、加工流通過程の管理(CoC)認証）を取得す

るよう各森林組合に働きかけを行っている。こうした動きを鳥取県内及び近隣市町村、各

森林組合に拡げ、㈱物林との連携による中央中国山地地域の木材情報や木材流通の交流域

の形成を図る。そして、県境を超えたＦＳＣ森林認証商品の展示や販売、新商品の共同開

発といった広域的な合同事業を実施し、取扱量の拡大よる交渉力の強化と物流の省力化を

目指していく。 

また、㈱オロチが生産するＬＶＬ材に大建工業㈱の不燃ノウハウを融合させた製品と市

場の拡大が見込まれるＬＶＬ材の防腐防蟻処理材を製品化することで、今後流通において

欠かせないファクターであるＦＳＣ認証材という既存の製品をブラッシュアップし、販路

の拡大を図る。また、日南町の川下に位置するＣＬＴ製造販売業者（㈱鳥取 CLT）とも、Ｃ

ＯＣ認証の取得や日南町のＦＳＣ認証材の利用による高付加価値製品の生産といった新た

な事業展開について検討していく。 

（内容） 

・大建工業㈱のもつ不燃ノウハウを活用した不燃ＬＶＬ材の製造に向けた試験・開発 

（㈱オロチ、大建工業㈱） 

・㈱オロチ、㈱鳥取 CLT へのＦＳＣ認証材の供給（㈱オロチ、㈱鳥取 CLT、日南町森林組

合） 

・㈱物林、広島県森林整備財団等との連携による新たな木材流通網の確保（越井木材工

業㈱、㈱物林、㈱大林組、広島県森林整備財団、㈱米子木材市場、日南町森林組合、鳥

取日野森林組合） 

ⅴ)実施年度 平成30年度～令和3年度 

ⅵ)事業費（国費相当額） 374,600千円（176,600千円） 

  防腐防蟻ＬＶＬ材の製造設備 165,000千円（75,000千円） 

  不燃ＬＶＬ材の製造のための実証試験 9,600千円（9,600千円） 

  不燃ＬＶＬ材の製造設備 198,000千円（90,000千円） 

  県外木材会社との新たな流通網の確保 2,000千円（2,000千円） 

 

④森林カスケード新マテリアル開発事業 

ⅰ)名  称 森林カスケード新マテリアル開発事業 

ⅱ)財源の区分 林業成長産業化地域創出モデル事業による取組 
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ⅲ)実施主体 日南町、㈱オロチ、大建工業㈱、国土防災技術㈱、㈱大林組、越井木材工業

㈱、日南町森林組合、㈱米子木材市場、山陰丸和林業㈱、㈱ウッドカンパニー

ニチナン、 

ⅳ)取組の概要 

木材団地等で発生するバーク（樹皮）は現在、木質ボイラーの燃料や畜産の敷料などに

利用されているが、水分率が高いため利用しにくい状況となっている。これを木質バイオ

マス燃料化し、バイオマス熱利用としての利用を検証する。 

併せて、大建工業㈱のもつＤＷファイバー製造技術を用い、ＬＶＬ製造過程で生じる端

材やＣ、Ｄ材を利用した新たな商品開発を実施するとともに、地域熱供給事業の可能性を

検証する。 

（内容） 

・バークのバイオマス燃料化（㈱オロチ、大建工業㈱、日南町森林組合） 

・ＤＷファイバー製造技術を活用した新商品開発（日南町、㈱オロチ、大建工業㈱、国

土防災技術㈱、越井木材工業㈱、日南町森林組合、㈱ウッドカンパニーニチナン） 

・バーク等木質バイオマスを利用したガス化発電事業の検証及び事業化（日南町、㈱オ

ロチ、大建工業㈱、㈱米子木材市場、山陰丸和林業㈱、日南町森林組合） 

ⅴ)実施年度 平成29年度～令和3年度 

ⅵ)事業費（国費相当額） 220,460千円（110,360千円） 

  DWファイバー実証・新商品開発 10,460千円（10,460千円） 

  DWファイバー新商品生産設備 180,000千円（90,000千円） 

  木質バイオマス設備導入 30,000千円（9,900千円） 

 

⑤木造公共施設等整備事業 

ⅰ)名  称 木造公共施設等整備事業 

ⅱ)財源の区分 林業成長産業化地域創出モデル事業による取組 

ⅲ)実施主体 日南町、㈱オロチ、㈱鳥取 CLT、㈱ウッドカンパニーニチナン 

ⅳ)取組の概要 

ＦＳＣ認証のＬＶＬとＣＬＴを活用したハイブリッド工法など、町産材を有効に活用す

る新たな建築技術の実証施設とすることを目的に、地域コミュニティセンターを建設し、

地域経済循環率を高めていく。 

当該施設には災害時における避難場所としての機能も備えるとともに、寄木細工で注目

を浴びている地元の木工作家や町内製の木工品の展示施設も併設し、木材の６次産業化拠

点として整備する。 

（内容） 

・町内産ＦＳＣ認証のＬＶＬ材を使用した地域コミュニティセンターの建設（日南町、

㈱ウッドカンパニーニチナン） 

・ＬＶＬ材とＣＬＴ材によるハイブリッド工法の検証（日南町、㈱オロチ、㈱鳥取 CLT） 

ⅴ)実施年度 平成29年度～平成30年度 

ⅵ)事業費（国費相当額） 58,176千円（9,024千円） 
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  コミュニティセンター調査 350千円（350千円） 

コミュニティセンター建設 57,826千円（8,674千円） 

 

２．日南町版林業担い手育成事業 

 

日南町が上記１で取り組む『使いきる』木材活用事業の各種事業を実施するにあたり、高

性能林業機械を操作できる即戦力確保は必須である。また、大建工業㈱を始めとする加工業

者等が求める即戦力の人材育成も関連企業・大学等専門機関とタイアップしながら、中央中

国山地地域の求める人材を育成する。 

 また、林業の町ならではの教育をおこなうことを目的に、「木育」を積極的に実施する。具

体的には、樹齢200年のスギの巨木林の一部をフィールドとしたカリキュラムを鳥取大学との

連携で構築するとともに、木の魅力・自然の力を感じ、学べる場を子どもから大人からまで

提供していく。とりわけ子どもたちには、森林・木材製品及びそれに関わる仕事の大切さを

教えるなどし、「林業がいかに魅力ある仕事であるのか」と理解してもらえるような学習の

機会を創出する。 

 

⑥林業アカデミー整備事業 

ⅰ)名  称 林業アカデミー整備事業 

ⅱ)財源の区分 林業成長産業化地域創出モデル事業による取組 

ⅲ)実施主体 日南町、大建工業㈱、㈱レンタルのニッケン、日南町森林組合、日南町木材生

産事業協同組合、鳥取大学 

ⅳ)取組の概要 

カスケード事業における町内及び近隣での人材確保は大きなテーマである。素材生産に

おける即戦力の確保はもちろんのこと、大建工業㈱においても、平成29年度以降、各種実

証実験・商品化が本格稼動した場合、日南町での人材確保は急務である。 

町では、搬出材積の拡大、林業後継者対策を進めるため、平成21年度から『林業研修生制

度』を創設し、林業従事者の確保に努めてきた。これまでに19人が研修を受講、8人が町内

に定住（町内での林業就労者は4人）という一定の成果は出ているものの、社会情勢の変化

により研修生のニーズも多様化、現状の研修カリキュラムのみではそうしたニーズに応え

ることができない状況となりつつある。 

そこで、日南町有林（にちなん環境林：668ha）をフィールドとして活用し、木材総合関

連事業の即戦力を養成するため、現在の林業研修生制度の再構築を図る。 

具体的には、 

①町所有の高性能林業機械を活用しての林業関連の資格取得講座の開講 

②大建工業㈱など協賛企業でのインターンシップ 

③町内小学生らを対象にした森林教育授業の開講 

といった講座、制度を開設し、企業の求める即戦力となる人材を養成していく。また、小

学生らを対象にした木育（ウッドスタート）授業も開講し、将来的な後継者育成を図る。そ

して、近年ニーズの増えてきた木工部門も創設し、広く全国から研修生を集め、県内の林
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業従事者の確保と定住に繋げていく。 

（内容） 

・研修カリキュラムの作成（日南町、大建工業㈱、㈱レンタルのニッケン、日南町森林

組合、日南町木材生産事業協同組合、鳥取大学） 

<カリキュラムの一例> 

林業専修科…即戦力の養成。メーカーから講師を派遣しチェンソーの技能習得をはか

るとともに、鳥取県林業試験場とも連携しＦＳＣ認証に基づく環境生態系に配慮した

作業道設置講習などを実施 

○高性能林業機械特別教育：メーカーと連携し研修地を提供。現在、県外へ行かな

ければ資格取得が困難である県内の状況を改善する。 

○オーストリアの林業学校との連携（技術交流・講師招致） 

○鳥取県が進めているＯＪＴとの連携、共同訓練による現場リーダー養成 

 林業研修科…森林及び林業に関する団体の職員その他林業に従事している者又は林業

に従事しようとする者に対し、林業技術、林業経営等の特定の分野において専門的な

知識及び技術を習得できる講習の実施及び森林の保全、木の文化等の多様な分野にお

ける理解を深めるために必要な知識及び技術の普及 

・研修施設整備（日南町） 

ⅴ)実施年度 平成29年度～令和3年度（5カ年間：単費での延期もあり） 

ⅵ)事業費・国費相当額 36,812千円（20,683千円） 

  カリキュラム作成等 9,931千円（9,931千円） 

  研修施設整備 26,881千円（10,752千円） 

  研修備品整備 12,810千円（9,647千円） 

 

⑦200年の森等森林教育整備事業 

ⅰ)名  称 200年の森等森林教育整備事業 

ⅱ)財源の区分 林業成長産業化地域創出モデル事業による取組 

ⅲ)実施主体 日南町、㈱オロチ、日南町森林組合、鳥取大学 

ⅳ)取組の概要 

「木育」は、北海道庁が主導して進めた「木育プロジェクト」から提案された新しい概念

であり、平成18年9月に閣議決定された「森林・林業基本計画」には、「市民や児童の木材

に対する親しみや木の文化への理解を深めるため、（中略）「木育」とも言うべき木材利用

に関する教育活動を促進する」と記された。 

これまで、「林業のまち」と自負しながらも、十分な「木育」が実施できていなかった。

その反省を踏まえ、木をや身の回りの自然に子どもの頃から触れることを通じ、人と、木

や森や川、そしてそこに住む生きものとの関わりを主体的に考えられる感性を持つ子ども

たちを育てることを目的とし、保育園、小中学校、林業事業体など様々な主体と連携して

日南町ならではの「森林教育」を積極的に実施する。 

具体的には、日南町の「森林教育」は、「森に触れ、森で楽しみ、森を知り、森を生かし、

森を護る、持続的な地域社会の担い手を育てる」ことを目的する。そして、実現のために
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「森林の5原則」（多様性、生命性、生産性、関係性、有限性）「森林との関わりの5原則」

（現実的、地域的、文化的、科学的、持続的）を学ぶことを柱に据えた「日南町一貫的森林

教育プログラム」を策定する。また、このプログラムでは、「ゆりかごから墓場まで」様々

な形で森林に触れる機会の創出を目指す。策定にあたっては、鳥取大学などの研究機関や

専門家と連携して構築する。フィールドは、樹齢200年のスギの巨木林、町有林、その他特

徴的な自然環境がある区域などに置き、自然に触れる機会を創造する。 

また、子どもたちには、町で生産、製作された木材製品の紹介やそれに関わる仕事の大

切さを教えるなどし、「林業の魅力」を理解してもらえるような学習の機会を提供する。そ

して、誰もが、木の魅力と自然の力を感じられるような空間を創出していく。 

また、子育て支援センター等に日南町ＦＳＣ認証材を活用した遊具を配置し、幼少期か

ら木に親しむ環境を整備する。遊具の設計には、木材家具デザイナーや大建工業㈱の木材

加工ノウハウを活用するとともに、１．②で搬出される広葉樹と２．⑥において養成した

人材も林業という線で繋ぎ、我々の日常生活の中にも、「木の魅力」を浸透させていく。 

（内容） 

・200年の森遊歩道等整備及び200年の森を活用した「木育」（日南町、鳥取大学） 

・ＦＳＣ認証材（ＬＶＬ材含む）を活用した木製遊具、玩具及び木育拠点整備（日南町、

㈱オロチ、日南町森林組合） 

ⅴ)実施年度 平成29年度～令和3年度 

ⅵ)事業費（国費相当額） 8,490千円（4,612千円） 

  遊歩道整備事業 7,490千円（3,612千円） 

  木育関連事業 1,000 千円（1,000千円） 

※ なお、各事業の名称、事業概要、事業実施年度を様式２の２にとりまとめ、工程表と

して添付する。 

 

 

 

 

 

 

４ 地域の関係者で実現する将来像と目標 

（１）地域の関係者で実現する将来像 

（１）町の将来像 

林業関係企業と行政がウイン・ウインの関係性を築き、一体となって、伐期を迎えた森林

資源をＩＣＴ技術の活用と皆伐・再造林による適正な森林管理を実施し、持続可能な循環型

中央中国山地地域モデル林業形態を構築する。 

さらに、一本の木を無駄なく全て使い切る『カスケード計画』にグローバルスタンダード

となりつつあるＦＳＣ森林認証という付加価値を付け加え、より競争力を持った林業の６次

産業化を推進する。また、旧県境サミット広域圏の市町村、企業との連携による中央中国山

地地域の木材情報や木材流通の交流域を形成し、県境を超えた広域的な合同事業の実施など、
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取扱量の拡大による雇用・定住者を創出していく。そして、林業を「稼げる職業」、「魅力あ

る仕事」へと昇華させ、その経済波及効果によって、日南町はもとより鳥取県、近隣県境市町

村の活性化を図る。 

さらに、単一市町村では困難なＦＳＣ認証材の販路拡大を進めるとともに、公共施設や身

近な木材製品への積極的な活用を図り、他の国産材との競争力を向上させる。また、日常的

に森林、木材に触れる機会を増やし、年齢を問わない『木育』を推進することにより幅広い視

野を持った人材の育成を図る。 

 

（２）地域への利益還元の具体的方法 

Ⅰ．森林資源を無駄なく、かつ効率的に活用する「カスケード計画」を軸にし、循環型林業の

再構築を行うことで林業の成長産業化を目指す。 

○カスケード計画の推進により、新たな商品開発を行い、地域経済の進展を図る 

○ＦＳＣ認証材の利用による高付加価値製品の生産 

Ⅱ．林業の成長産業化に伴い、新たな雇用を創出することで人口増加を目指すと同時に、町

内の地域経済循環率向上を目指す。 

○ＤＷファイバーの特性を活かした商品開発を行い、町内に新たな雇用を創出する。 

○バーク燃料使用施設を建設し、その製造ラインでの雇用を創出する。 

Ⅲ．林業の町にふさわしい、子育て支援・人材育成を行うことで、将来における林業業界の担

い手の確保を目指す。 

○林業アカデミーの開校による生徒、指導者の転入、担い手としての定住 

○幼少期における「木育」の実施による町内定住率の向上 

 

（２）林業成長産業化地域として達成を目指す目標 

《現状値》 

○素材生産量：97,000㎥ 

（内訳）Ａ材 43,000㎥、Ｂ材 32,000㎥、Ｃ・Ｄ材 22,000㎥ 

○製品販売量：91,000㎥ 

（内訳）素材 45,000㎥、LVL 23,000㎥、チップ等 23,000㎥ 

○製品販売額：1,769,000千円 

（内訳）素材 473,000千円、LVL 1,046,000千円、チップ 250,000千円 

 

《目標値》 

○新規林業従事者数：20人（平成31年～令和3年） 

○素材生産量：117,000㎥ 

（内訳）Ａ材 48,000㎥、Ｂ材 42,000㎥，Ｃ・Ｄ材 27,000㎥ 

○製品販売量：110,000㎥ 

（内訳）素材 50,000㎥、LVL 26,400㎥、チップ等 33,600㎥ 

○製品販売額：2,050,000千円  

（内訳）素材 528,000千円、LVL 1,190,000千円、チップ 332,000千円 
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５ 実施体制と進捗管理 

森林未来創造協議会において、事業参画企業等と協議、鳥取大学、鳥取県と連携し事業の

進捗管理手法、成果の取りまとめや評価を実施する。 

また、重点プロジェクトの事業ごとに、必要に応じて、各実施主体のメンバーを構成員と

する専門部会を開催する。 
 

（１）中国山地森林未来創造協議会組織略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）専門部会の構成 

①不在村地主等山林集約化事業   <構成員>日南町、日南町森林組合、鳥取大学、NPO法人

フォレストアカデミージャパン 

②ＩＣＴ技術を活用した中央中国山地地域モデル循環型林業確立事業 

<構成員>日南町、住友林業㈱、日南町森林組合、日南町木材事業協同組合、鳥取日野森

林組合、ウッドカンパニーニチナン 

③ＦＳＣ材･ＦＳＣ製品流通拡大事業 

<構成員>日南町、㈱オロチ、大建工業㈱、日南大建㈱、越井木材工業㈱、㈱物林、㈱大

林組、広島県森林整備・農業振興財団、㈱鳥取 CLT、㈱米子木材市場、日南町

森林組合、鳥取日野森林組合 

④森林カスケード新マテリアル開発事業 

<構成員>日南町、㈱オロチ、大建工業㈱、国土防災技術㈱、越井木材工業㈱、㈱大林組、

㈱米子木材市場、山陰丸和林業㈱、日南町森林組合、㈱ウッドカンパニーニチ

ナン 

⑤木造公共施設等整備事業 

<構成員>日南町、㈱オロチ、㈱鳥取 CLT、㈱ウッドカンパニーニチナン 

⑥林業アカデミー整備事業 

<構成員>日南町、鳥取大学、大建工業㈱、㈱レンタルのニッケン、日南町森林組合、日

南町木材事業協同組合 

⑦200年の森等森林教育整備事業  

<構成員>日南町、鳥取大学、㈱オロチ、日南町森林組合 

林業事業体代表 

 

・日南町木材事

業協同組合 

 

日 南 町 鳥取大学 

森林組合 

・日南町森

林組合 

・鳥取日野

森林組合 

その他 

 

 

 

 

製材・加工代表 

 

・㈱オロチ 

・大建工業㈱ 

 

鳥取森林管理署 
（オブザーバー） 

鳥 取 県 
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※２、３、４のポイントを取りまとめた概略図（１枚）を添付する。（別紙のとお
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